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１ 
 

昨年度末（例：３月）に契約しましたが、
補助対象設備等の設置や導入は今年度中に
行います。補助対象となりますか。 

補助対象設備等の設置工事や導入が今年度（４
月１日）以降であれば、補助対象とします。た
だし、設置工事や設備導入は、補助金の交付決
定後に行う必要があり、それ以前に設置工事や
設備導入をした場合は補助対象とはなりませ
ん。 

２ 申請者本人以外が申請できますか。 
 

施工業者等に依頼し、本人の代わりに申請して
もらうことは可能です。その際には代理の申請
者と十分に相談、調整いただき申請書類に不備
のないようご注意ください。 
なお、申請書に記載する氏名（申請者）は申請
者本人（補助対象者）に限ります 

３ 申請書は代筆にて記入してもよいですか。
または、パソコンで入力してもよいです
か。 

申請者の申請意思等を確認する意味もあります
ので、各申請書類の記名欄には、申請者本人が
自著してください。その他の部分は、パソコン
や代筆でも構いません。 

４ 工事着⼿前や工事中は中津川市⺠ではあり
ませんが、住宅の完成後に移住する予定で
す。この場合、補助金申請はできますか。 

工事が年度内に完成し、完成に併せて転入⼿続
きを行い新居に入居される場合、補助金申請が
可能です。なお、実績報告書の提出時には、当
市の住⺠票の添付が必要となります。 

５ 二世帯住宅で、補助対象設備等をそれぞれ
設置する場合、どちらの世帯でも補助が受
けられますか。 

住⺠票が別世帯となっており、また電気やガス
等の契約も分かれ、さらには導入する補助対象
設備等が世帯別に機能することが証明されれ
ば、世帯別で申請⼿続きしていただくことで、
どちらも補助対象となります。 

６ 集合住宅のオーナーですが、補助対象者に
なりますか。 

自ら使用する個人の住宅に設置する場合に補助
対象となりますので、賃貸の集合住宅等は対象
外です。ただし、集合住宅のオーナーによる個
人住宅兼集合住宅の場合で、かつ設置した設備
がオーナー個人の居住部分でのみ使用される場
合は、補助対象となります。 

７ 店舗兼用住宅に太陽光発電システムや蓄電
池、燃料電池システムなどを設置する場合
は補助対象となりますか。 

補助対象となりますが、補助対象設備等に係る
契約の名義が世帯員で、また発電及び蓄電した
電気が居住部分に配電され、そこで 30％以上使
用されることが条件となります。 



８ 昨年度に補助金の交付申請をしましたが、
工事がその年度末に完了できず、申請を取
り消しました。その場合、今年度に再度補
助金の申請はできますか。 

昨年度に補助金申請を行い、交付決定を受けて
工事に着工された方は、今年度の補助金申請は
できません。補助対象者は、その年度内に補助
対象設備等にかかる設置工事や設備導入を開始
し、完了させる方のみとなります。 

９ 補助金の交付決定後に工事等の内容が変更
となりましたが、申請が必要ですか。 

工事内容等に変更があった場合は、軽微な変更
を除き、変更申請書の提出が必要です。変更申
請書が未提出の場合には、補助金の交付ができ
ない場合があります。なお、設備の変更に伴い
補助金額が増減するケースにつきましては、予
算額の範囲内で交付額の変更を認めます。 

10 太陽光発電システムと蓄電池について、ど
ちらかだけ設置する場合でも補助金は出ま
すか。 

双方のうちどちらか単体で設置する場合でも補
助金は出ます。ただし、蓄電池については、既
設の太陽光発電システム又は燃料電池システム
と連系すること。 

11 太陽光発電システムの設置については、住
宅の屋根だけでなく、カーポートや倉庫、
その他敷地内での直置きなども認められま
すか。 

住宅等、所有地内であれば補助対象と認めます
が、発電した電気が主に居住する住宅で使用さ
れることが条件となります。 

12 太陽光発電を過去に設置していますが、補
助は受けていません。今回、新たに太陽光
発電を増設する予定ですが、この場合太陽
光発電システムの補助は受けられますか。 

過去に太陽光発電システムの補助を受けていな
い世帯については、増設分の設備購入費や設置
工事費などを補助対象経費として補助金を交付
します。 

13 太陽光発電システムの補助金については、
国等の補助金及び FIT 売電との併用は可能
か。 

この補助金は市独自のものとなりますので、国
等の補助金の上乗せ補助として併用が可能で
す。また、この補助金の交付を受けても FIT 売
電は可能です。 

14 V2H 充放電設備を設置する場合、次世代自
動車を導入していなくても補助対象となり
ますか。 

補助対象となります。住宅の新築に合わせて
V2H 充放電設備を設置される場合などが考えら
れます。 

15 蓄電池がセットとなっているＶ２Ｈ充放電
設備を導入予定ですが、この場合、蓄電池
とＶ２Ｈ充放電設備の両方が補助対象とな
りますか。 

次の機関において登録又は補助対象となってい
る機器であれば、いずれも補助対象です。 
蓄電池：（一社）環境共創社会イニシアチブ 
Ｖ２Ｈ：（一社）次世代自動車振興センター 

16 次世代自動車用の充電設備のみ設置しまし
たが、補助金は出ますか。 

単なる充電設備では、補助金の対象とはなりま
せん。補助対象となる設備は、次世代自動車の
バッテリーに蓄えた電気を、車から自宅に供給
できるＶ２Ｈ充放電設備です。 



17 次世代自動車を１台保有していますが、過
去に補助金の交付は受けていません。この
場合２台目の購入を検討していますが補助
の対象になりますか。 

過去に補助金の交付を受けていない場合は補助
対象となります。ただし一度補助金の交付を受
けた方（個人・事業所）は、以後補助対象とし
ません。 
なお、次世代自動車の補助対象者は、その自動
車の所有者です。もし、補助金の交付を受けて
いない方が自分の名義で新たに購入・所有し、
利用する場合は補助対象となります。 

18 次世代自動車のうち「燃料電池自動車」に
ついては、太陽光発電システムやＶ２Ｈの
導入が要件とはならないのですか。 

燃料電池自動車の導入については、それらを要
件としませんが補助対象とします。 
燃料電池自動車は電気自動車やプラグインハイ
ブリッド自動車とは異なり、水素をエネルギー
源とし自ら発電しながら走行する自動車である
ため、この要件の対象外とします。 

19 次世代自動車の補助金の交付を受けた後、
すぐに売却や賃貸借をすることは認められ
ていますか。 

補助金の交付を受けた方は、減価償却資産の耐
用年数に関する省令に定める耐用年数の期間内
に補助対象設備等を売却、譲渡、貸付、廃棄、
担保提供等に供するなどの処分をしてはなりま
せん(要綱 別表第１ 次世代自動車「ウ」によ
る)。万が一処分が発生した場合は、補助金の全
部もしくは一部を返還いただきます。ただし、
天災等による破損や、自己の責めに帰すべき事
由以外の事由で処分する場合は、補助金の返還
は必要ありませんので、財産処分等承認申請書
を提出してください。 

20 補助対象設備等に関する、減価償却資産の
耐用年数に関する省令に定める耐用年数
（法定耐用年数）を教えてください。 

基本的な各補助対象設備等の法定耐用年数は次
のとおりです（条件により年数が違う場合もあ
ります。詳しくは国税庁にお問合せください）。 
・太陽光発電システム   １７年 
・蓄電システム（蓄電池）  ６年 
・燃料電池システム     ６年 
・Ｖ２Ｈ充放電設備     ６年 
・次世代自動車（普通自動車）６年 
・小水力発電システム   ２２年 
・薪・ペレットストーブ  １０年 

21 実績報告を行ってから、補助金が支払われ
るまでどのくらいの期間がかかりますか。 

１カ月半から２カ月程度お日にちをいただきま
す。 

22 転入したばかりで納税履歴がなく完納証明
書が出ませんが、どうすればよいですか。 

転入日を確認するため、当市の住⺠票を提出い
ただくことで、これに代えます。 

23 設置工事や機器導入の費用を申請者と別の
人が支払った場合は、補助対象となります

別の人が支払った場合は補助対象とはなりませ
ん。補助金は、申請者本人に交付しますので、



か。 交付⼿続き上も申請者が費用負担していること
が前提となります。「領収書」「明細書」等の宛
名も申請者名義である必要があります。 

24 補助対象設備等をローンで購入した場合な
どは支払完了を証明する書類が出せません
がどうすればよいですか。 

ローンの申込書や契約書等、支払総額が分かる
書類と初回の引き落としが確認できる書類を合
わせてご提出ください。 

25 太陽光の屋根貸しや、次世代自動車等のリ
ース又はサブスク等により補助対象設備等
の導入を考えていますが補助対象となりま
すか。 

当市の補助制度は、補助対象設備等の購入にあ
たり、初期投資の負担を軽減する目的で行いま
すので、リース等の初期投資が不要な導入方法
は補助対象としません。 

26 補助事業の完了日とはいつのことを指しま
すか。 

以下のうちで最も遅いタイミングを完了日とし
ます。 
・設置工事、機器等の導入、納車等の完了日 
・設備の保証開始日 
・太陽光発電システムについては、系統連系日 
（受給開始日） 
・補助対象設備等の費用の支払いが完了した日 

27 補助金の受取方法はどのような形ですか。
現金での受取りも可能ですか。 

補助金の受取方法は、申請者本人名義の口座振
替のみで、現金で受取ることはできません。ま
た、原則受取りは申請者本人に限りますので、
他人名義の口座へ振込むこともできません。 

 
 
 
 
 
 


